
Ⅰ．はじめに

周知の通り、就労継続支援 B 型事業所は「一
般企業に雇用されることが困難であって、雇用
契約に基づく就労が困難である者に対して、就
労の機会の提供及び生産活動の機会の提供を
行」1）うべく設置されている。主たる目的はま
さに就労機会と生産活動の機会の提供と利用者
の生活支援である。言い換えれば就労継続支援
B 型事業所の存在意義はまずもって利用者の生
活に資するというところにある。

それに対して、宮城県石巻市流留地区にある
就労継続支援 B 型事業所である「A 事業所」は、 
“ 障がいで町興し ” をキャッチフレーズに掲げ

ている。上述の通り就労継続支援 B 型事業所
の存在意義は利用者の生活に資することであ
り、そうした事業所の性格から見れば、“ 障が
いで町興し ” というキャッチフレーズを掲げる
ことは、各種事業を展開していく上では必ずし
も必須のものではないように思われる。

それでもなお、「A 事業所」はこれを大切な
キャッチフレーズとして掲げ、種々の活動を展
開している。「A 事業所」はいかなる経緯で事
業を立ち上げるに至ったのか。「A 事業所」は
どのような活動を展開しているのか。活動には
どのような特徴が見られるのか。このキャッチ
フレーズにはいかなる意味や思いが込められて
いるのであろうか。本論文ではこれらの点につ
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いて検討していく。
また、本稿では「A 事業所」が実践している

当事者研究及びミーティングにも注目する。
当事者研究とは、北海道浦河町にある「べて

るの家」理事長の向谷地生良氏を中心に生み出
された活動である。べてるの家は精神障害等の
当事者の地域活動拠点であり、社会福祉法人「浦
河べてるの家」、有限会社「福祉ショップべてる」
などを運営しており、そこで精神障害等の当事
者の方たちが生活を送っている。べてるの家で
は、精神障害等を有する当事者を医師が診断し
て名付ける医学的な病名を重視することはな
い。その代わりに、当事者自身が「みずからの
抱えている苦労の意味や状況を反映した「病名」
を自分でつける」2）ことを実践している。こう
した、当事者が自分自身のことを自ら理解する
営み、そしてそうした理解を他者の前で語り、
自分自身が抱えている困難を他者と共有し、自
分自身の病と折り合いをつけて生きていく方法
を作り出していく営みを、べてるの家では「当
事者研究」と呼んでいる。また、当事者研究以
外にも日常的にお互いの体調や経験について話
し合い、「互いの苦労を分かちあう」ミーティ
ングを月に100回近く実施している3）。「A 事業
所」においても、このべてるの家の当事者研究
とミーティングを参考にして、独自の当事者研
究とミーティングを実施しているが、この活動
の「A 事業所」における位置づけ、その他の各
種事業にとって持つ意味をも検討していく。

これらの検討を進めるにあたっては、「A 事
業所」において実践されている当事者研究の場
に筆者が2022年₄月12日、₅月17日、₆月21日、
₇月19日、₈月23日、₉月20日にわたり参加し
て得られた「A 事業所」における活動の様子と、
2022年₃月₁日と₉月20日に実施された O 理
事長への聞き取り、及び「A 事業所」が作成し
た各種資料を基本的な資料としていく。聞き取
りで得られたデータに関しては客観性という点
で一定の限界を免れることはできないが、「A
事業所」が作成した各種資料等との整合性を確
認しながら、正確性を確保するよう努めた。な
お、本稿において O 理事長への語りから得ら
れたデータをもとに記述された部分を含め、本
稿全体について O 理事長にあらかじめ確認し
ていただいている。

Ⅱ．「A事業所」の概要

₁．位置
「A 事業所」は宮城県石巻市流留地区で事業

所をかまえて活動している就労継続支援 B 型
事業所である。石巻市は人口13万人あまり（2022
年₈月末現在）の都市であり、周知の通り2011
年に発生した東日本大震災で甚大な被害を受け
た地域である。石巻市には2022年₆月₁日現在
20の就労継続支援 B 型事業所が存在し4）、「A
事業所」はその₁つとなる。

図₁　宮城県石巻市流留の位置（図内点線で囲まれた部分）（GoogleMAP にて作成）
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₂．組織概要と利用者

「A 事業所」は理事長が₁名、理事が₈名、
監事が₁名で構成されている。さらに理事長も
含め、常勤スタッフ₄名によって事業所が運営
されている。その他、併設されているパン工房
でパンとクッキーを製造するスタッフが₁名存
在する。

表₁　「A事業所」の組織構成

 名1 長事理

 名8 事理

 名1 事監

常勤スタッフ  

 理事長 1 名 

 管理サービス責任者 1 名 

 生活支援員 1 名 

 事務局長 1 名 

（筆者作成） 

「A 事業所」の利用者は現在₉名であり、平
均して₁日₄時間程度の作業に従事している。
標準的な作業の流れは以下のようになる。

表₂　「A事業所」における標準的なスケジュール

10:00 朝礼 

10:15 午前の活動 

12:00 お昼休憩 

13:00 午後の活動 

15:30 掃除 

15:45 終礼 

16:00 活動終了 

（筆者作成） 

₃．事業内容

「A 事業所」の事業内容は、登記情報5）によれ
ば以下の通りである。

社会福祉事業
₁．障害福祉サービス事業
₂．地域生活支援事業
₃．ノーマライゼーションの普及活動起業の

企画立案、実践
石巻地域活性化に関する事業
₁．当事者及び家族並びにその支援者等と定

期的なミーティングの開催
₂．石巻地域での当事者研究等の精神保健福

祉活動
₃．精神保健福祉に関する講演会・セミナー

及び勉強会の企画・開催・運営
₄．魚介類・農産物の販売
₅．水産加工品・畜産加工品・農産加工品の

製造及び販売
₆．お菓子・パンの製造及び販売
₇．コンピューターシステムによるデータ入

力及びそれに伴う事務処理の委託
₈．コンピューターシステムによるグラ

フィック等の入出力業務及びそれに伴うデ
ザイン制作業務

₉．青写真、電子コピー、マイクロ写真、そ
の他の複写業務

10．前各号に附帯関連する一切の業務
（平成28年11月24日現在）

これらの事業のうち「A 事業所」において重
点的に展開されているのは、「起業の企画立案、
実践」の「₁．当事者及び家族並びにその支援
者等と定期的なミーティングの開催」、「₅．水
産加工品・畜産加工品・農産加工品の製造及び
販売」、「₆．お菓子・パンの製造及び販売」となっ
ている。以下、それぞれの事業について見てい
く。

₁）ミーティング
当事者及び家族並びにその支援者等と定期的

なミーティングの開催は、「A 事業所」がもっ
とも重視する事業の一つである。具体的には、
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「当事者研究」と「火曜、土曜ミーティング」と
いう活動である。「A 事業所」の出発点は、「A
事業所」を立ち上げた理事長の O 氏がべてるの
家の当事者研究を知り、その活動を自らが住む
石巻においても実践するべく当事者研究の集ま
りを立ち上げたところにある。

まず、「A 事業所」の当事者研究の進め方に
ついて説明する。各回の当事者研究において
は、「A 事業所」の利用者のうち₁人が自分自
身の研究テーマを決める。各回のテーマは、例
えば「夜寝られない、寝付けない」、「指示され
た以上の細かい作業をして怒られる」という生
活上の困りごとから「自分の人生を振り返る」
といったものまで、多種多様である。発表者は
そのテーマに沿って自らの状況、困りごとの詳
細を話し、その内容を O 理事長がホワイトボー
ドに書き取りながら適宜発表者に質問をしてい
く。その質疑に重ねて、参加者も発表者に質問
やコメントを行う。その内容を受けてさらにそ
の回の発表者が話を進め、自分自身の研究テー
マについて理解を深めていく。このような作業
が概ね1時間にわたり行われるのが、「A 事業所」
で実践されている当事者研究である。この当事
者研究は毎月₁回火曜日の午後に実施されてお
り、希望する場合には「A 事業所」の利用者以
外の人も参加することができる。
「火曜、土曜ミーティング」は、当事者研究

の実施日ではない火曜日と、毎週土曜日に利用
者の方とスタッフとが様々なテーマで話し合い
をしたり、ちょっとしたレクリエーション等を
する活動である。

「A 事業所」が参考にしているべてるの家に
おいては、このミーティングが非常に重視され
ており「三度の飯よりミーティング」6）という
言葉もある。「A 事業所」においてもミーティ
ングの時間は重要なものと位置づけられてい
る。O 理事長によれば「ミーティングがない
と日頃思っていることを話す場、はけ口がな
い」7）。ミーティングは利用者にとって日常の
ちょっとしたことを話し合える場としての意味
を有している。

₂）�水産加工品・畜産加工品・農産加工品の製
造及び販売

「A 事業所」の活動のもう一つの柱となって
いるのは、水産加工品・畜産加工品・農産加工
品の製造及び販売である。水産加工品の製造販
売としては、乾燥わかめ等の乾物を仕入れてご
みや不純物を選別する作業がある。

それに加えて「A 事業所」においては石巻地
域の複数の水産加工品会社から商品を仕入れて
商品カタログを作成し、通信販売を行うという
事業を展開している。販売に際しては各水産加
工品会社の商品を単体でカタログに掲載して販
売するのが基本であるが、いくつかの会社の商
品を組み合わせて、「オリジナルセット商品」
と銘打った商品を企画し販売しているのがこの
事業の特徴である。

O 理事長によれば、「A 事業所」で販売され
るこれらのセット商品はスタッフが考え出した
ものではない。このアイディアは、利用者たち
が前述したミーティングの場で「これ、組み合

図₂　わかめ選別の様子と仕入れた水産加工品の一部
（わかめ選別の様子は商品カタログからの引用、水産加工品は筆者撮影）

障がい当事者による被災地復興の取り組み

4



わせて売ったらいいんじゃない？」と提案した
ことから生まれたものであった。

各水産加工品会社の商品は単体でも十分に魅
力的な商品ではあるものの、商品によってはど
うしても手が出にくいものもある。また、各水
産加工品会社は自社の商品についてなら様々に
工夫を凝らして販売する企画をたてることはで
きるが、他社と共同してお互いの商品を組み合
わせて販売する企画を立ち上げるまでには至っ
ていない。

その点「A 事業所」は複数の水産加工品会社
と取引をしており、各社の商品を扱うことがで
きる。そしてそれらを「A 事業所」の判断とし
て組み合わせて販売することが可能となってい
る。こうした販売方法により、商品を購入した
人が、人気のある商品と組み合わさっていた、
単体であれば買うことのなかった商品に触れそ
の商品の良さを知ることができるなど、ある種
の販促効果も生じている。

商品カタログの配布先は、全国のキリスト教
会が中心である。O 理事長はクリスチャンであ
り、「A 事業所」の活動も石巻地区を中心とし
たキリスト教会から支援を受けている。その関
係を活かし、全国のキリスト教会のネットワー
クを販路として活用しているのである。さらに
2021年にはネットショップにも加入し、商品カ
タログとは別の販売ルートも開拓している。

表₃　�商品カタログ（2022年₉月現在）の発行部数と
主な送付先

発行部数 3000 部 

主
な
送
付
先 

 日本基督教団全国教会 1666 教会 

 復興支援に訪れた方 530 名 

 体団821 会の友国全 

 体団91 ACWY 

 福島県・岩手県被災地支援団体 3 団体 

 きょうされん加盟団体 8 団体 

 名042 者援支般一 

（O 理事長への聞き取りに基づき筆者作成） 

₃）お菓子・パンの製造及び販売
パン作りは2022年になって始まった新しい事

業である。パン作りは「A 事業所」の立ち上げ
当初から事業内容に含まれていたが、実際には
パン作りを実施できる工房やパン作りを行える
人材などが準備できないということから、実現
できずにいた。それでもなお O 理事長がパン
やクッキーの製造販売をしたいと考え実現の道
を模索していたところ「A事業所」の運営に様々
に関わってきたパン職人による指導を受けるこ
とが実現した。彼の指導を受けた C 氏により、
2022年₅月よりパンやクッキーの製造が開始さ
れている。製造にあたっては、通常のパンやクッ
キーにとどまらず、わかめやサバといった被災
地に深く関係する水産物を生地に練り込んだパ
ンやクッキーの製造も行っている。これらのパ
ンやクッキーは、前述した水産加工品とともに
商品カタログに掲載され、「A 事業所」オリジ
ナルの商品として、単体で販売されるだけでな
く、他社の水産加工品と組み合わせたオリジナ
ルセット商品としても販売されている。

もちろん、これらのパンやクッキーは通信販
売でのみ販売されているわけではなく、「A 事
業所」と取引がある近隣の会社や諸団体にも購
入してもらえるよう声がけをしており、会社の
イベント用等で大口の注文が入ることもあると
いう。

Ⅲ．「A事業所」の設立経緯と沿革

以上が「A 事業所」の組織及び事業の概要で
ある。これらの事業を展開している「A 事業所」
はどのように設立されたのか。以下、O 理事長
への聞き取りを通して、「A 事業所」の設立経
緯と沿革についてまとめていく。

₁．「A事業所」設立前夜
O 理事長はもともと社会福祉に関わる仕事は

しておらず、司法書士事務所に勤めていた。そ
の彼が「A 事業所」を立ち上げた背景には、彼
の息子 D 氏の存在がある。D 氏はある障がい
の当事者であるが、O 理事長は D 氏のことを
気にかけながらも、仕事の忙しさからあまり関
わることができないでいたという。
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しかし O 理事長は「なんとかしたい」という
思いから様々な勉強を始め、その中でべてるの
家の活動を知ることとなった。O 理事長はべて
るの家の理事長である向谷地生良氏の講演にも
度々参加し、手を挙げて質問や発言をすること
もあったという。その時に向谷地氏から「（当
事者研究は）難しいことはない」「その人の気
持に入ることが大切だ」「すぐにでも（当事者
研究は）できる」というアドバイスを受けてい
た。

そのような中、2010年の₅月に D 氏がある
トラブルを起こす。そのトラブルがきっかけと
なり、O 理事長は仕事中心ではなく「息子中心
の生活」に切りかえたという。

その後の O 理事長の生活の基本は「何をして
も、しかたないねと承知してあげる」というも
のであった。「咎めない」ということも常に意
識していたという。こうした態度については、
家族に「甘やかしている」と非難されることも
あったが、O 理事長はこの態度を貫いた。

そうした生活を続ける中、O 理事長は同じよ
うな家族の悩みを抱える G 氏に、べてるの家
のミーティングを自分たちも実践してみようと
提案し、₂家族でミーティングを始めた。この
G 氏は後に「A 事業所」の理事にもなっている。

2010年の₈月には₂家族によるミーティング
の実践を一般に公開し、参加者を募った。そこ
には₃人の障がい当事者が集ったが、彼らが現
在も「A 事業所」を継続して利用している、い
わば主力メンバーである。このミーティングは
私的な活動として行われていたが、ミーティン
グを継続するために当事者は1200円／年、一般
の方は3000円／年の会費制とした。以後週₂回、
火曜と土曜のミーティングが続けられることに
なり、現在も継続中である。

₂．一般社団法人へ、そして「A事業所」へ
このミーティング活動は2011年に発生した東

日本大震災を挟んでも継続され、2014年には一
般社団法人となった。2015年、2017年、2018年
にはべてるの家の向谷地生良氏を迎えた講演会
を開催するなど、活発に活動してきた。ただし
この時期の活動の中心はあくまで当事者研究、
ミーティングであり、現在の「A 事業所」で展

開されている就労継続支援事業は実施されては
いなかった。

そうした活動に変化が生じたのは2017年であ
る。この年、O 理事長は現在の「A 事業所」の
前身である「地域活動支援センター」を開設し
た。このセンターでは、利用者による乾燥わか
め、ひじき、ふのり、昆布等の海産物に含まれ
るごみや一定の品質以下の海産物の除去作業が
行われ、現在の「A 事業所」の原型ができあがっ
た。現在の「A 事業所」も同じ場所で事業を継
続している。

しかし、このセンターの運営にはある問題が
あった。センターの運営費の₈割は石巻市が負
担していたのだが、₁年間限定で運営してその
後廃止するか就労継続支援 B 型事業所にする
かを選択するようにと市から指導が行われてい
たのである。そこで O 理事長は就労継続支援
B 型事業所に移行すべく、サービス管理者を探
した。管理者探しは難航したがなんとか見つか
り、2018年に就労継続支援 B 型事業所への移
行が実現し、現在の「A 事業所」の形ができあ
がった。

また、この就労継続支援 B 型事業所への移
行の際には、横浜で活動する E というグルー
プホームを運営する組織の支援を受けたのだ
が、支援のために「A 事業所」に来たスタッフ
が E のグループホームを利用していた₂人の
利用者を同伴してきた。現在この₂人は、「A
事業所」にほど近いグループホームに住みなが
ら、利用者として「A事業所」に継続的に通所し、
各種作業や当事者研究、ミーティングに参加し
ている。

₃．水産加工品の販売
翌年の2019年には、水産加工品の販売を本格

的に開始した。水産加工品の販売自体は、小規
模ながら2016年から開始していたという。2016
年当時は取引をしていた会社は₃社のみであ
り、在庫の保管や作業も当事者研究をともに実
施していたメンバーの自宅で行うような状態で
あった。その後2017年の地域活動支援センター
の開設を経て徐々に取引先の会社が増え、2019
年に本格稼働することになったのである。2022
年₉月現在、被災水産加工会社₉社、被災法人
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1団体、被災個人水産事業主₁名の製造する水
産加工食品等を取り扱うに至っている。それら
水産加工品の販売方法については、前節で述べ
たとおりである。

表₄　「A事業所」の設立経緯と沿革

年月 事項 

2010 年 8 月 O 理事長を含めた 2 家族でのミーティングの開始 

2014 年 一般社団法人へ 

2014～2018 年 当事者研究、ミーティング、各種セミナーの実施 

2017 年 地域活動支援センターの開設 

2018 年 就労継続支援 B 型事業所「A 事業所」の開設 

2019 年～ 水産加工品の販売の本格化、オリジナルセットの開発 

2022 年～ パン・クッキーの製造販売開始 

（O 理事長への聞き取りをもとに筆者作成） 

Ⅳ . 活動をめぐる課題と対応

以上のように、「A 事業所」は O 理事長のい
わば個人的な体験からスタートした当事者研究
とミーティングという活動を出発点として徐々
にその形を整え、一般社団法人化、そして就労
継続支援 B 型事業所の開設を果たして現在に
至っている。一方でべてるの家にならった当事
者研究とミーティングを実施し、他方で障がい
当事者たち自らが被災地域の水産加工品会社の
商品を組み合わせてオリジナルのセット商品と
して販売する方法を編みだし、販売事業を実施
するなど、独自の活動スタイルを作り上げてき
た。

しかし今、こうした活動を継続していくこと
に関して、大きな問題が浮上してきている。最
も大きな問題は、水産加工品の販売額の減少で
ある。この背景には、新型コロナウイルス感染
症の蔓延がある。本稿Ⅱの「A 事業所」の主要
な事業である水産加工品の販売に関する説明の
部分でも触れたが、O 理事長はクリスチャンで
あり、「A 事業所」も全国のキリスト教会のネッ
トワークに支えられている。新型コロナ禍以前
は、「A 事業所」が販売する水産加工品は全国
各地の教会で開催されるバザーで販売される商
品として人気を博し、大量に購入されていた。

そうしたバザーが新型コロナ禍で軒並み中止と
なってしまい、その結果水産加工品の売上が激
減してしまったのである。

また、水産加工品の仕入れについても問題が
生じている。2021年には乾燥わかめの供給がス
トップし、安定して作業をすることができなく
なるという事態が生じた。2022年₄月には供給
が再開されたが、今後同様の事態が生じないと
は限らず、予断を許さない状況である。商品カ
タログの大幅な見直しも迫られている。という
のも、「A 事業所」で取り扱っている水産加工
品の中でも多くを占め人気もある商品はサンマ
の加工品であるが、近年のサンマの不漁により
サンマの加工品を商品カタログの主力に据える
ことが困難になっているのである。この事態を
受け、「A 事業所」としては商品カタログをほ
とんど新規作成と言っていいほどに改訂しなけ
ればならなくなった。

これらの問題について、「A 事業所」はどの
ように対応しようとしているのか。O理事長は、
まず販売額の減少については、キリスト教会の
ネットワークのみに依存しない新たな販路を開
拓することを検討しているという。商品カタロ
グの改訂については、すでに2022年₉月には新
しい商品カタログを作成している。

しかし今後さらなる状況の変化もあることを
踏まえ、新たなコラボ商品となりうる新商品の
開発、開拓も考えている。その際、O 理事長は、
新しい販路の開拓と新商品の開発、開拓はばら
ばらに進められるのではなく一体のものとして
進めていきたいと考えている8）。「A 事業所」が
取り扱う商品はあくまでも「被災地」に関連す
るものである。そして「被災地」は「A 事業所」
の位置する石巻だけではなく各地に存在してお
り、そこで復興に取り組んでいる人たちがいる。
新しいセット商品になりうる新商品は、そうし
た各地の「被災地」において生み出される商品
がふさわしく、各地の「被災地」とのつながり
の中で開発、開拓されることが大切である。そ
してそうした「被災地」同士がつながることが、
結果として販路の拡大にもつながる。このよう
に O 理事長は考えている。現在、いくつかの「被
災地」とのつながりを作り上げている途上との
ことである。
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Ⅴ．結びにかえて

これまで見てきたとおり、「A 事業所」が行っ
ている主要な事業は被災地の水産加工品会社の
商品販売である。この事業はまずもって「A 事
業所」の運営を続けていくため、利用者に工賃
を支払うために必要な活動、つまり自分たちが
生きていくための活動であることには間違いな
い。

しかし同時に、O 理事長は「A 事業所」を拠
点として各水産加工品会社の商品を販売するこ
とが、各社の販売、売上の支援をする活動にも
なっていると考えている。さらに被災を契機に
生まれた様々な出会いを辿って、新しい販路を
開拓する。そうやって被災地の水産加工品会社
の商品がこれまで以上に全国に知られ、被災地
の復興が進んでいく。こうした循環を作り出す
ことを目指して、「A事業所」は被災地に関わり、
被災地の復興の一助となろうとしているのであ
る。

また、O 理事長は利用者の工賃を現在よりも
上げることを目標としている。こうした目標を
掲げることは、利用者の利用者の生活に資する
ことを目的とする就労継続支援 B 型事業所と
して当然である。しかし、O 理事長のねらいは
そこにはとどまらない。この目標を達成するに
は水産物加工品を中心とした販売事業の売上を
倍増する必要がある。そのことは結果的に各社
の売上につながり、ひいては被災地域に大きな
経済効果をもたらすことになる。つまり O 理
事長は利用者の生活の潤いと被災地域の支援を
常に一体のものとして考えているのである9）。
それと同時に O 理事長は、被災地の復興に障
がい当事者が関わっていくことが一人ひとりの
誇りとなり、「自分の復興」、すなわち障がい当
事者一人ひとりの心の復興（回復）にもつながっ
ていくと考えている10）。

また、Ⅳで述べたように、「A 事業所」では
現在石巻地域以外の地域と繋がり新商品や販路
を開拓する試みを始めているが、そこでも被災
地とのつながりということを常に意識してい
る。被災地、そしてそこで復興に向けて活動し
ている人同士がともに手を結び、それまでには
存在しなかった新たな商品や販路を作り上げて

いくことを構想しているのである。
これらの試みが、就労継続支援 B 型事業所

という場をベースに進められている。そして、
水産加工品の製造販売と並んで「A 事業所」の
事業の大きな柱である当事者研究とミーティン
グを実践することを通して、障がい当事者が「A
事業所」が展開する事業に主体的に関わること
を可能にしている。

このことが「A 事業所」の最も大きな特徴で
ある。障がい当事者であっても、ミーティング
等でアイディアを出し合っていくことを通し
て、事業運営に関わることができる。ひいては
被災地の復興に携わることができる。否むしろ、
障がい当事者が共に生き暮らしていく場にこ
そ、新しい商品開発のチャンスや全国各地の被
災地との新しいつながりの種があり、芽生えが
ある。そして、復興への取組の一翼を担うこと
が、「A 事業所」に集う障がい当事者一人ひと
りの誇りとなっていく。それは障がい当事者一
人ひとりの心の復興（回復）にもつながってい
く。“ 障がいで町興し ” という言葉で表現され
ているのは、こうした「A事業所」の姿勢であり、
O 理事長の理念なのである。

以上、「A 事業所」の組織概要、活動内容、
設立の経緯、事業内容、現状と課題、活動の特
質について見てきた。すでに述べたように、「A
事業所」はべてるの家の活動に学び、自らの活
動を実践している。べてるの家は障がい当事者
が積極的に商品開発や販売に取り組み、地域と
のつながりを作りながら生活する先駆的な取り
組みである。この試みは非常に成功した例とし
て全国的によく知られている。

他方、「A 事業所」の活動に関しては、複数
の水産加工品会社と取引をしていることを活か
した商品のセット販売を展開するなどの工夫が
見られ、一定の成功を収めている一方で、販路
の拡大や新規商品の開発等、課題も少なくない。

しかし、当事者研究とミーティングという場
が存在することは「A 事業所」にとって大きな
強みであると言える。それは利用者自身が各種
の課題について考え、提案し、実践していく下
地となりうるものである。かつて「A 事業所」
のメンバーたちがミーティングの場でオリジナ
ルのセット商品を作ろうというアイディアを生
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み出したように、今後の販路拡大や新規商品の
開発といった課題を検討していく際に、当事者
研究やミーティングという場が重要な機能を果
たすことが今後も期待される。「A 事業所」の
活動は今後どのように継続し、そして変化して
いくのか。新たなセット商品や新たな販路がど
のように開発、開拓されていくか、その途上で
どのような課題に直面することになるのか。当
事者研究への参加やスタッフへの聞き取り等を
継続して行いながら、引き続き「A 事業所」の
注目していくことにしたい。
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The Possibilities for Contribution to the Disaster-stricken area by 
Persons with Disabilities.

――A case study of "Office A" in the Ishinomaki area of 
Miyagi Prefecture.――

Abstract
The purpose of this paper is to clarify the characteristics of the activities of "Office A," a Support for 

continuous employment - Type B services. The "Office A " is active in the Ishinomaki area of Miyagi Prefecture 
under the slogan of "revitalizing the town by disabilities".

The project started as a gathering to study Tojisya-Kenkyu. The project has become a Support for continuous 
employment - Type B services, and is currently developing a business that purchases and sells processed marine 
products. These ideas were devised by user of "Office A". The active involvement of people with disabilities in 
the business is a distinctive feature of "Office A".

The COVID‑19 disaster has raised the issue of declining sales. "Office A" is considering the development of 
new sales channels and new products.The president of "Office A " believes that such sales channel development 
and product development are possible in "Ofice A", a place where people with disabilities get together. The 
catchphrase "revitalizing the town by disabilities" expresses this desire.

Key word : �Tojisya-Kenkyu, revitalizing the town with disabilities, recovery of heart
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